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昭和４０年代後半、急激な霞ヶ浦の富栄養化による水質汚濁が問題となり、本市では昭和４８年に霞ヶ
浦湖北流域下水道事業に加入し、昭和５１年から事業着手、昭和５７年から供用を開始しました。
現在の整備区域面積は５４５ha、１万８千人以上が利用する下水道施設の機能維持は市民の生活環境
に直結する極めて重要な事業で、下水道法第3条において市町村の行うものとしています。

目　的
（何をどうするた

めに）

■直接実施

整備区域内の公共下水道施設並びに下水道利用者
18,635 人 42.5

昭和５７年度

下水道法

上位施策事業名

根拠法令

快適な住環境の整備

実施方法

対象者数（全住民に対する割合）

事
業
概
要

関連事業
（同一目的事業等）

特定環境保全公共下水道維持事業
農業集落排水維持管理事業

事業の必要性
・実施の背景

目　標
（何がどうなれば

達成か）
下水道設備に起因するトラブルの減少。

％

事業内容
（手段、手法など）

※当該事業以下に
細事業がある場合
は、事業費ととも

に記載

生活環境の向上と公共用水域の水質保全を図るため、整備した供用開始区域の下水道施設の維
持管理を行い、機能維持並びに事故防止を図る。

■自治事務　　□法定受託事務

主な施設管理事業
●年間業務委託
①電気保安業務
①－１　稲吉処理分区馬坂谷中継ポンプ場
①－２　宍倉処理分区（霞）清水入中継ポンプ場
①－３　宍倉処理分区（千）逆西中継ポンプ場
②ポンプ場維持管理業務
②－１　公共下水道（宍倉地区）ポンプ場維持管理業務
②－２　公共下水道ポンプ場維持管理業務
●その他下水道施設の維持管理業務
③公共下水道接続点流量計点検業務
④　管路点検・清掃業務
⑤　新治（笄崎）中継ポンプ清掃業務
⑥　逆西中継ポンプ場汚泥引抜清掃業務
⑦　除草作業委託業務

■業務委託 又は □指定管理　（委託先：別紙　発注一覧による　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

対　象
（誰・何を対象に）

事業シート（概要説明書）

事業開始年度

作成責任者

担当局・部名 土木部

課長　金田克彦

予算事業名 下水道維持事業(施設管理業務)

下水道課業務

事務区分

担当課･係名

事業番号 １-5 平成23年度 



昭和５７年度

事業シート（概要説明書）

事業開始年度予算事業名 下水道維持事業(施設管理業務)

事業番号 １-5 平成23年度 

成果実績
（事業目標達成状況）

成果指標設定
理由等

千円9,496

人 6,364 0.8

千円

千円

千円

9,49610,968 千円

千円

9,496 千円

千円

適正な維持管理を行い、機器の状況把握し、計画的な修繕を実施することで機器故障を未然に
防ぎ、機能維持と利用者の生活環境の保持につながる。

千円

人

その他特財の内容

人 0.8 人1.3 6,364

千円

千円

千円

人千円

3,234 千円

千円0.8 人 6,262

千円

千円 千円

千円

千円 人

人 6,262

3,234 千円

千円

千円3,737

事
業
成
果

単位

／総事業費

8,8521.1

1.1

4,604

人

10,968

臨時職員等

8,852

財源

内訳

財源合計

千円

事
業
実
績

【活動指標名】

千円

活動実績

一般財源

12,589

箇所

10,968

0.8

その他特財

千円

41

千円

千円千円

特記事項
(事業の沿革等)

コ
ス
ト

効率指標
（事業費/活動指標）

事業の自己評価
(今後の事業の方向

性、課題等)

千円

千円

人
件
費

担当正職員

人件費合計

千円

国県支出金の内容

委託料

国県支出金

地方債

12,624

人

人

【成果指標名】 Ｈ22年度

0 0

4,604

Ｈ20年度

0

Ｈ21年度 Ｈ20年度

41

23年度（予算）

14,250 千円

14,250 千円

千円

千円

Ｈ21年度

10,513

事
業
費

千円3,772 千円

千円3,737事業費合計 3,772

22年度（決算） 21年度（決算） 20年度（決算）

ポンプ場維持管理

千円

10,513

千円

千円

12,589

総事業費

千円

千円

1.3 人

比較参考値
（他自治体での類似

事業の例など）
　　　　別紙２

14,250

8

41箇所

中継ポンプ等施設修繕

単位 Ｈ22年度

1412

下水道事業において維持管理は不可欠な業務です。
整備後の下水道施設において、老朽化による維持管理費の増加は避けられないが、管理手法を見直すなど
コスト削減に努めるとともに、整備区域内における未接続世帯への加入促進を推進し、加入率向上を図
る。

下水道設備に起因する障害 件



茨城県かすみがうら市下水道等整備状況図

事業別
97.0ha
97.0ha
97.0ha 100%

262.9ha
220.0ha
189.7ha 86.20%
258.0ha
108.0ha
83.7ha 77.50%

1,143.7ha
581.1ha
481.3ha 82.80%

汚水処理人口普及状況等（Ｈ２３．３月末現在）

汚水処理 汚水処理 未整備率
処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率 処理人口 普及率 人口合計人口普及率人口

275.0ha
275.0ha
275.0ha 100%
312.6ha
312.6ha
312.6ha 100%

事業認可面積
整備面積

千代田地区 5箇所

農集集落排水施設

公共下水道施設

農業集落排水事業施設整備面積等(Ｈ２３．３月末現在）
地　　　区

霞ヶ浦地区 3箇所

整備進捗率

事業認可面積

7.8%

整備面積
全体計画

84.4%

全体計画

凡　　　例

25,422人 56.8% 8,842人

公共下水道事業別整備面積等（Ｈ２３．３月末現在）
整備進捗率

整備面積

整備面積

整備面積

整備面積
流関公共

全体計画
事業認可面積

霞ヶ浦地区

千代田地区 流関公共
全体計画
事業認可面積

地　　区

事業認可面積単独特環
全体計画

流関特環
全体計画
事業認可面積

44,785人

行政人口

37,779人 15.60%

コミニティ・プラント合併浄化槽農集排施設等下水道

19.7% 3,515人

常磐自動車道 

国道６号線 

JR常磐線 

国道354号線 

西 浦 



下水道台帳　平成23年3月31日現在より

7

馬坂谷中継P含

下原処理分区 （幹線） 646.67 622.27 20 0 19

角来処理分区 （幹線） 192.91 186.16 8 0 0

1

清水入中継P

小計 14,606.81 14,271.86 272 8 168

稲吉処理分区 （枝線） 57,149.36 55,557.88 1,923 28 3,207

下原処理分区 （枝線） 16,087.78 15,636.36 496 1 1,260

角来処理分区 （枝線） 7,541.26 7,325.71 245 0 633

神立処理分区 （枝線） 3,167.60 3,082.03 100 1 189

1

逆西中継P

宍倉処理分区(霞) （枝線） 7,273.93 7,067.73 284 2 570
ﾏﾝﾎｰﾙ､公桝は
幹線分を含む

小計 95,382.58 92,708.84 3,187 33 6,182

109,989.39 106,980.70 3,459 41 6,350

下水道維持事業にかかる委託業務発注一覧

番号 事　業　費

1 18,375

2 78,498

3 67,649

4 399,000

5 2,404,500

6 256,200

7 241,500

8 140,700

9 99,750

10 31,538

計 3,737,710

下水道維持事業　管理施設〔管路延長、マンホール数、公共桝数等〕　集計表

11,796.09 11,550.49 244

4,039.13 1394,162.65（枝線）宍倉処理分区(千) 323

1,971.14

路線延長
(ｍ)

管路延長
(ｍ)

マンホール
数（基）

稲吉処理分区 （幹線）

流
域
関
連
公
共
下
水
道

合計

処理区 備考

④　管路点検・清掃業務

⑦　除草作業

1,912.94 0 0宍倉処理分区(霞) （幹線）

149

マンホール
Ｐ数（基）

公共桝
（個）

②－２公共下水道ポンプ場維持管理業務

③　公共下水道接続点流量計点検業務

委　託　業　務　の　内　容

①－１電気保安業務　稲吉処理分区馬坂谷中継ポンプ場

①－２電気保安業務　宍倉処理分区（霞）清水入中継ポンプ場

①－3電気保安業務　宍倉処理分区（千）逆井中継ポンプ場

②－１公共下水道（宍倉地区）ポンプ場維持管理業務 新和アメニティ株式会社

株式会社　住恵

太陽計測株式会社　つくば営業所

有限会社　トヨダ

株式会社　東栄商事⑤　新治地内（笄崎）中継ポンプ清掃業務　　２回実施

⑥　逆西中継ポンプ場汚泥引抜清掃業務 三笠防水工業　有限会社茨城支店

かすみがうら市シルバー人材センター

委　　託　　先

財団法人　関東電気保安協会

財団法人　関東電気保安協会

財団法人　関東電気保安協会

マンホール数には、マンホールＰ数を含
む。但し、清水入･逆西中継Ｐは含まない

平成２２年度実績




